
１．はじめに
　２０１１年（平成２３年）３月１１日１４時４６分（JST）頃， 
宮城県はるか沖合を震源とする巨大地震が発生し，
２０mを超える津波や震度６強から７の強い揺れに
より，東北から関東にかけて死者・行方不明者計約
２４， ０００名（５月１９日現在）を含む甚大な被害をもた
らした。さらに，福島第一原子力発電所の冷却機
能が津波により完全に破壊されるという事態も生
じ，我が国の歴史上まれに見る大災害となった。
　政府の地震調査委員会は，宮城県沖において
１９７８年の地震と同程度の地震発生の可能性を指摘
していた（地震調査委員会，２０００）が，実際に発
生した地震は予想を遥かに超える規模のもので
あった。この問題に関する総括なしでは，地震科
学は次のステップへ進むことはできない。とはい
え，まずは今回の本震とそれに引き続く日本列島
内の活動は一体どのような物であったか，認識を
共有することが第一歩である。しかしながら，現
在世界の研究者が競って研究を進めているため，
本小論でこれを尽くすことは不可能である。現時
点の成果のほんの一部を紹介するに留まる。
　今回の地震は，緊急地震速報が導入されて初め
ての巨大地震であった。長期評価の問題点も含
め，今回の震災を契機に浮かび上がった地震に関
する情報・評価の問題について議論する。

２．どんな地震だったのか？
　東北日本下には日本海溝から太平洋プレートが

沈み込んでおり，このプレートとオホーツク（ある
いは北米）プレートとの間の相対運動により，地震・
地殻変動が生じている。今回の地震もプレート間地
震であり，低角逆断層型のCMT解が求まっている
（図１；Harvard University Global CMT Project，
２０１１）。太平洋海域に求まっている地震のうち，本
震と同じ低角逆断層型の地震が顕著な余震であり，
余震域は岩手県沖から茨城県沖にまで広がってい
る。最大余震は，　３月１１日１５時１５分頃に茨城県沖
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図１ ２０１１年３月９日から東日本で発生した主な
地震のCMT解。３月９～１０日の地震は灰
色で表示している。震源球の大きさはMw
に比例しており，最も大きいものが本震 
を示す（Harvard University Global CMT 
Project（２０１１）のデータより作成）。
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で発生したMw７．７ である。また，日本海溝周辺で
正断層型のCMT解を持つ地震も発生しており，こ
の内３月１１日１５時２５分頃にはMw７．５ の地震が海溝
軸からさらに沖合で発生した。図２は，気象庁一
元化震源の震央を本震の前後で分けてプロットし
たものである。南北約５００km，東西約２００kmの領
域で余震が発生しており，Mw９．０ の断層面の大き
さが推定できる。本震発生前後の地震の分布を比
べると，以下の３点に気付く。
１）本震発生前の３月９～１０日にM７．３，M６．８な
ど比較的規模の大きい地震の発生が相次いだ
が，これらの地震の活動域には余震がほとんど
発生していない。
２）本震発生後，深さ１００kmより深い地震の活動
が低下した。
３）本州内陸部で誘発地震活動が認められるが，こ
れらの活動域では本震発生前の地震活動が低い。
　２）３）は，本震の発生により日本列島とその周
辺の応力場が大きく変化したことを示唆している。
ただし，用いた震源データは現時点の暫定解であ
る。本震直後の夥しい余震の発生や，観測網の障

害による検知能力の低下により，見かけ上活動が
低下した可能性もある。今後の精査を待ちたい。
　さて，　３月１１日１４時４６分の本震の震源過程はど
のようなものであったのか？まず，強震動波形を
見てみよう。図３（b）は，防災科学技術研究所の
KiK-netの東北～関東地方の観測点におけるエン
ベロープ波形を北から順番に並べたものである
（後藤，２０１１）。東北地方の観測点では２つの波群
が認められ，これらが宮城県付近から南北両方向
へ伝播している様子がわかる。これに対して，福
島県から南の観測点では顕著な波群は１つしか見
られない。また，　２番目の波群が福島県付近に伝
わった頃（図中の１２０秒付近）から，福島県あたり
から北に向けて伝播する波群も認められる。これ
らの観察結果を総合すると，大きな破壊は３つあ
り，最初の２つは宮城県沖で発生し，　２番目波群
が伝わった後福島県沖で新しい破壊が誘発された
と考えられる。
　このことは，国土地理院のGPS連続観測網
（GEONET）データからも推察できる。図４は，
岩手県から茨城県までのGEONET観測点のデー
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図２ ３月１１日１４時４６分の本震発生で区切った東日本の震央分布。（a）２０１１年１月１日から３月１１日の本震
まで。（b）３月１１日の本震発生から４月１３日まで。気象庁一元化震源を使用。黒い●はMjma７．０以上
の地震を示す。最も大きいものが本震の震央。緑線は，海溝軸を示す。
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図３ 防災科学技術研究所KiK-netの南北に配列する観測点のエンベロープ波形（東西成分）（後藤，２０１１）。
左図中の青丸が観測点の位置を示す。CMT解はUSGS（２０１１）によるもの。

図４　キネマティック解析で得られたGEONET観測点の３０秒ごとの累積変位。
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タにキネマティック解析を適用し，３０秒ごとの累
積水平変位を示したものである。解析には，高
須・笠井（２００５）によるGpsToolsを用いた。宮城
県から岩手県南部の観測点は，１４時４７分１５秒まで
に変位を開始しているが，福島県以南の観測点に
変位はまだ見られない。３０秒後，岩手県南部の観
測点の変位は南東から東南東方向へ向きを変えて
いることがわかる。主たる破壊域が移動した可能
性がある。福島県の観測点はこの頃に変位を始め
たが，その方向は北東である。すなわち，１４時４８
分１５秒ころまでは，顕著なすべりは宮城県沖で生
じていた。しかし，１４時４８分４５秒になると，福島
県以南の観測点は一斉に東南東方向へ向きを変え
ており，この時点までに茨城県沖で大きなすべり
が発生したことを示唆する。なお，牡鹿半島先端
の観測点（牡鹿）などに見られるように，１４時４８
分１５秒に変位が最大となり，その後の３０秒間で少
し戻っていることがわかる。最大変位には，動的

な変位が重畳しているものと考えられる。
　ところで，地震動の分布に特徴はあるだろう
か？図５は，KiK-net観測点での最大加速度の分
布である（後藤，２０１１）。岩手県北部では２００gal程
度であるのに対し，宮城県から茨城県にかけて
５００gal以上の大きい加速度が観測されている。特
に，茨城県で９００galを超える加速度が観測されて
いることが注目される。
　巨大海溝型地震であるため，長周期地震動の発
生が懸念された。東京・新宿の超高層ビル街が揺
れている映像がインターネット上で紹介されてい
たが（例えば，http://www.youtube.com/watch?v= 
UVLMli-duMw），幸い顕著な被害は報告されてい
ない。実際観測された地震動を見ると，周期２～
３０秒の波動が認められる（図６）。継続時間も４００
秒を超えている（防災科学技術研究所，２０１１a）。
　この地震に伴って，日本列島に大きな地殻変動
が生じた。図７は，GEONETのデータをキネマ

３０ 

図５ 最大加速度の分布（防災科学技術研究所，東京大学地震研究所，産業技術総
合研究所，国土技術政策総合研究所のデータに基づく）（後藤，２０１１）。
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図６ 防災科学技術研究所K-net新宿の速度波形。上から，南北，東西および上下成分
（防災科学技術研究所，２０１１a）。

図７ GEONET観測データからキネマティック解析手法を用いて推定した本震の地震時
変位。（左）水平成分，（右）上下成分（宮崎，２０１１）。
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ティック解析し，図５に見られるような動的な変
位が十分収まった後の位置と地震前の位置の差を
取って推定した本震時の変位である（宮崎，
２０１１）。約３０分後に茨城県沖で最大余震が発生し
ているが，図７にはその変位が含まれていない。

牡鹿半島先端の牡鹿観測点の変位が最大で，東南
東方向へ約５．２ m移動し，約１．１ m沈降した。そ
の他，岩手県から福島県の観測点が２m以上南
東ないしは東へ移動し，太平洋岸に近い観測点ほ
ど大きく沈降した。なお，海上保安庁（２０１１）と

３２ 

図８　陸域観測技術衛星「だいち」搭載PALSAR干渉画像。
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東北大学（２０１１）はGPS - 音響結合法による震源
域直上の海底基準点の測位の結果，それぞれ２４m
と３１mの変位を観測している。このように，今
回の地震により日本列島が東方向に大きく変位
し，かつ太平洋岸を中心に大きく沈降したことが
明らかである。
　なお，防災科学技術研究所のHi-net傾斜計の記
録などには，本震発生に先行する変動は観測され
ていない（防災科学技術研究所，２０１１b）。
　図８は，陸域観測技術衛星「だいち」搭載の合
成開口レーダーPALSAR画像の解析で得られた東
日本の地殻変動である。非常に多くの干渉縞が認
められ，大きな地殻変動が東日本一帯に発生した
ことがわかる。下北半島付近を基準にすると牡鹿
半島先端が約３．５ m衛星から遠ざかった。図８に
おいては，衛星は西南西方向仰角約５０°の上空か
ら地表を観測しているので，この結果は牡鹿半島
の東方向への移動あるいは沈降を示し，量的にも
GPS観測結果と調和する。
　このように地震波や地殻変動のデータ，さらに
は津波など，極めて多くの良質の観測データが得
られており，これらを用いて震源断層運動を推定
する試みが，世界中の研究者によりなされている。
図９に，そのほんの一部を示す。図９ （a）は遠地実
体波解析から得られたすべり分布（八木・西村，

２０１１），図９ （b）は図７のGPS観測点の変位から推
定したすべり分布（宮崎，２０１１），図９ （c）は津波
データとGPS変位のジョイント・インバージョンに
より推定したすべり分布（谷岡，２０１１），図９ （d）
はGPS観測点の変位と遠地実体波からジョイン
ト・インバージョンで推定したすべり分布（Wei 
et al., ２０１１）である。結果がやや異なるのは，用
いるデータの持つ解像度の違いによる。すなわ
ち，GPSの精度は高いが，陸にしか観測点が無い
ため沿岸から遠く離れた領域の解像度はほとんど
ない。津波は主として上下変動に感度が高い。地
震波は時刻歴を捉えることができるが，観測デー
タの分布やモデルの仮定に大きく影響される。と
いうように，それぞれ一長一短がある。しかし，
４つの結果に共通して，東経１４３°，北緯３８°付近
に約２５～３５mのすべりのピークがあり，さらに
すべりが１０mを超える領域が海溝軸に平行に北
緯３６° ～４０°の範囲に広がっている。前述のすべ
りのピークの陸側に震央があることから，宮城県
東方沖から破壊が始まり，引き続いて日本海溝の
近くで３０m前後の大きなすべりが起きた。この
大きなすべりに引き続いて，１０mを超えるすべ
りを三陸沖から福島・茨城県沖までの非常に広い
範囲で引き起こしたと考えられる。

３３

図９ 種々のデータに基づく本震のすべり分布。（a）遠地実体波から推定されたモデル（八木，２０１１），（b）GPS
による地震時変位から推定されたモデル（宮崎，２０１１）（c）津波波形とGPS変位から推定されたモデ
ル（谷岡，２０１１），（d）遠地実体波とGPS変位から推定されたモデル（Wei et al., ２０１１）。

（a） （b） （c）
（d）
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３．誘発された地震活動
　図２ （b）の本震発生後の震央分布には，本州内
陸の非常に広い地域で誘発された地震活動が認め
られる。このうち，　３月１２日の長野県北部，１５日
の静岡県東部，１９日の茨城県北部，２３日と４月１１
日の福島県南部においてMjmaが ６．０ 以上の地震が
発生し，死者も含む被害が発生した。図８の干渉
画像を見ると，本震による地殻変動を示す大きな
縞に重畳して，これらの地震に伴う局所的な乱れ
が認められる。図２ （a）の本震発生前の震央分布
と比較すると，誘発された地震は本震発生前には
地震活動が低い地域で起きているように見える。
特に，茨城県北部・福島県南部の地震は，これま
でほとんど活動が見られなかった地域で起きたも
のであり，ほとんどの地震が東西方向の張力が卓
越する正断層型のCMT解を持つ（防災科学技術研
究所，２０１１c）。図７から明らかなように，本震
により本州が強く東西方向に引っ張られたため，
本州内陸の応力分布が変化してしまったものと考
えられる。M ９クラスの巨大地震発生後，震源域
周辺の地殻の状態が発生前に戻るには，数１０年の
時間が必要であるとの指摘がある（例えば，
Wang et al., ２００２; Hu et al., ２００４; Larsen et 
al., ２００３）。このため，本州内陸の地震活動もす
ぐに収まるとは考えにくく，注意深く監視を続け
ていかなければならない。

４．地震に関する情報の問題
　前節までにおいて，観測された地震活動・地殻
変動を概観してきた。この節では，地震に関する
情報にまつわる問題を議論する。

４．１　緊急地震速報と津波警報の問題
　２００７年（平成１９年）より導入された気象庁の緊
急地震速報は，P波とS波の伝播時間差を用いて，
主要動であるS波到達前に特定の地点の震度と到
達時刻を知らせるというものである。３月１１日の
本震に際しても緊急地震速報は発表された（気象
庁，２０１１a）。本震発生の ８．６ 秒後の１４時４６分４８．８
秒に警報が発表されているが，この時の推定マグ
ニチュードは７．２，最大震度は４であった。その

後時間の経過とともにデータが増えるに従って，
マグニチュードも最大震度も増加していった。本
震発生１０５秒後に出された第１４報によると，マグ
ニチュードが ８．１，最大震度は宮城県中部で５弱
から６弱程度と推定されている。実際新幹線など
は無事に停車し，大きな事故は発生しなかったの
で，この点では緊急地震速報はうまく機能したと
言える。しかし，マグニチュードが ８．１，最大震度
が６弱と，実際の現象の大幅な過小評価であった。
この問題は，緊急地震速報が点震源を仮定してマグ
ニチュードを計算することに起因する本質的な問題
である。巨大地震に対しては有限断層長を考慮した
緊急地震速報の開発が進められているが（例えば，
Yamada et al., ２００７; Yamada and Heaton, ２００８），
残念ながら今回の地震には間に合わなかった。
　一方，本震以降の緊急地震速報は大幅な精度低
下を見ることになった。３月１１日から４月２８日ま
での間に，７０回緊急地震速報（警報）が発表され
たが４４回において，対象地域内で震度２以下と
なった。本震前は，１７回のうち５回であった。こ
れは，本震に伴う停電や観測・通信施設の被害に
より使用できる観測点数が減ったこと，広域にわ
たる余震・誘発地震活動のため異なる場所で非常
に短い時間間隔で地震が発生したこと，が影響し
たとされている（気象庁，２０１１b）。緊急地震速報
は鉄道などに広く活用されている公共インフラで
あり，非常時にこそ正常に作動することが期待さ
れる。したがって，本震による停電等に影響され
ないようなバックアップ体制の整備が課題として
浮かび上がった。なお，最大震度５弱以上を観測
した地震４６回のうち２６回には，緊急地震速報（警
報）が発表されている。この割合は，本震前の１８
回のうち１０回という実績と同等であることを付け
加えておく。
　新聞報道によると，最初の大津波警報に示された
岩手，福島で３m，宮城で６mの予想波高の数値を
自治体が避難を呼びかける際に用いたことから，迅
速に避難行動を起こさなかった住民がいたという
（朝日新聞，h t t p : // w w w. a s a h i .com / paper / e d i tor i a l 
２０１１０５０２ .html）。緊急地震速報にせよ，津波警報
にせよ，限られた時間内に限られたデータで予測
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することの困難さゆえ，大きな不確定性を持つ情
報を提供せざるを得ない。しかし，公的な機関が
出す情報であるがために，住民は頼ってしまう。
これらの情報の精度向上は不可欠であるが，伝え
方に関してもっと配慮が必要ではなかっただろう
か？

４．２　長期評価
　政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会
は，宮城県沖や日本海溝沿いで発生する海溝型地
震について，過去の地震活動や歴史史料・津波堆
積物調査等の成果に基づいて評価していた。この
うち，宮城県沖を震源とする地震については，「地
震発生の可能性は，年々高まっており，今後２０年
程度以内（２０２０年頃まで）に次の地震が起こる可能
性が高いと考えられる。また，地震の規模は，単
独の場合にはM ７．５ 前後、連動した場合にはM ８．０
 前後となると考えられる。但し，次の活動が単
独の場合となるか連動した場合となるかは，現状
では判断できない」と評価していた（地震調査委
員会，２０００）。日本海溝沿いで発生する地震の評
価においては，三陸南部海溝寄りで今後３０年間に
M ７．７ 程度の地震の発生が８０～９０％とされていた
（地震調査委員会，２００９）。２０１１年３月１１日の本震
は，震源は宮城県沖～三陸南部海溝よりにあり，
図９に見られる３０mを超えるすべりも，その一
部がこの領域に重なる。しかし，すべりが南北へ
伝播し，福島県～茨城県沖の震源域まで連動して
破壊したため，おそらくダイナミックな効果も
あって，本震の規模は予想をはるかに超えるもの
になってしまった。
　なぜ，震源域の連動破壊が考えられてこなかっ
たのか？２００４年のスマトラ- アンダマン地震は複数
の震源域が連動破壊したことにより，M ９．２ 程度の
巨大地震となったことがわかっていたが（例えば，
Tsai et al., ２００５; Hashimoto et al., ２００６），この
経験が活かされなかった。以下の３つの理由が考
えられる。

１）データの不足
　地震調査委員会の報告では，評価に用いた歴史

地震のリストがあるが，日本海溝沿いの地震に関
しては，１６１１年の地震が最古のものである（地震
調査委員会，２００９）。８６９年の貞観地震に関する研
究成果（例えば，Minoura et al., ２００１）は，残念
ながら評価に反映されていない。すなわち，多数
の震源域が連動した地震のデータが無かったので
ある。統計的に有意な情報を得るためには，数十
を超えるサンプルを得る必要がある。しかし，巨
大地震の繰り返しが１００年のオーダーになる以上，
１０以下の限られたサンプルで評価せざるを得な
い。このような評価をどのように地震防災に役立
てるか？依然大きな課題である。

２）スマトラとの地域的特徴の違い
　スマトラ- アンダマン地震が発生した地域と東
北日本では，同じプレートの沈み込み帯であるも
のの，その特徴（海洋プレートの年代，沈み込む
プレートの運動方向，沈み込み角度，背弧海盆の
存在等）が異なる。東北日本では，最近の高度な
観測網のおかげで，微小地震活動やGPSデータ
から太平洋プレートと陸側プレートの固着の強さ
が推定されていた（例えば，Nishimura et al., 
２０００; Matsuzawa et al., ２００４）。それによると，
福島県～茨城県沖では固着が弱く，これらの領域
でM ８級の地震が発生していないことと整合して
いた。そのため，多くの地震学者は日本海溝での
M ９の発生は非現実的と考えてきた。しかし，今
回の地震では福島県～茨城県沖においても１０m
を超えるすべりを起こしており，M ７級の地震を
起こしながらもひずみエネルギーを蓄積してきた
ことが明らかとなった。沈み込み帯におけるひず
みエネルギーを蓄積するメカニズムを考え直す必
要がある。

３）「固有地震」という考え
　地震調査委員会は，過去の研究成果に基づい
て，日本海溝に沿っていくつかの小領域に分割
し，それぞれの領域での地震発生確率を計算して
きた（図１０）。これには「固有地震」という考えが
強く反映されている。「固有地震」とは，特定の震
源域ではその広さに応じた大きさの地震が発生
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し，規則的に繰り返す，というものである。この
考えは地震の発生予測可能性を強く意識した考え
である。日本海溝沿いでは，過去の大地震による
地震波の解析から，大地震が同じ領域で同程度の
すべりを起こしてきたことが示され，これを支持
し て き た（例 え ば，Yamanaka and Kikuchi，
２００４）。一方，地震の発生に関する対極的な考え
に，自己組織化臨界現象がある（例えば，Bak 
and Tang，１９８９）。地震の規模別頻度分布に対す
るグーテンベルグ- リヒター則（以下，G-R則）
を説明するアイデアで，震源域間の相互作用によ
りG-R則を説明できるという考えである。しか
し，自己組織化臨界現象は地震発生の予測可能性
を否定する。南海地震を含む南海トラフ沿いの地
震の規模別頻度分布が必ずしもG-R則に乗らな
いことから，日本では「固有地震」の考えが有力
視され，長期評価の基本的な考え方として採用さ
れてきた。しかし，現実に複数の震源域が連動破
壊する地震が発生した以上，批判的な検証は不可
避である。研究の現状に鑑みると長い時間はかか
るけれども，断層破壊の連動というダイナミック

な物理過程の理解を組み込んだ評価手法を開発す
ることが求められよう。

５．今後の地震防災にむけて
　２０１１年３月１１日の東日本大震災は，M ９という
未だ経験したことが無かった巨大地震による災害
であった。残念ながら，地震発生前にM ９の地震
発生可能性に関する真摯な議論はほとんどなかっ
た。各地の対策も１８９６年三陸津波地震や１９６０年チ
リ地震津波といった既往の津波災害を基づいたも
のであったため，結果として大被害を招いた。こ
のことは経験科学である地震科学の限界を示し，
研究者の一人として無力感を感じる。しかし，研
究者は思考停止することは許されず，①起こった
現象を理解し，②それに基づいてこれまでの対策
をチェックし，③将来への指針を示す責務があ
る。この際，全ての前提を取り払った上で議論す
ることが肝要である。
　３月１１日の本震発生に先行する地殻変動は観測
されていない。２００３年の十勝沖地震の前にも，先
行する地殻変動は観測されなかった。これらの事
実は重い。海溝型地震の前駆的変動を捉え，災害
軽減に役立てるとする戦略は立て直しが必要であ
る。「東海地震」対策も当然この対象となるべきで
あり，早急な検討が求められる。長期評価も「東
海地震」対策も，いずれも地震科学の成果から生
み出された施策であった。地震科学の責任は重
い。
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図１０ 地震調査委員会が長期評価に用いた震源
域区分（地震調査委員会，２０００）
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